
主な統計資料等

［雇用関係］

○　職業安定業務統計、厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/index.html

主に、公共職業安定所で扱う求人、求職、及び就職の状況（新規学卒者に関するものを除く。）

を毎月取りまとめ、求人倍率等の指標を作成し、公表している。

有効求人倍率、新規求人倍率、有効求人数、有効求職者数、新規求人数、新規求職者数、就職

件数などを把握することができる。

○　労働力調査、総務省統計局　http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm

我が国における就業及び不就業の状態を毎月明らかにすることを目的として実施されている。

労働力状態（労働力人口、非労働力人口、自営業主、家族従業者、雇用者、完全失業者数）、労

働力人口比率、就業者数、雇用者数などを把握することができる。

○　毎月勤労統計調査、厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/index.html

常用労働者を５人以上雇用する事業所の常用労働者についての賃金、労働時間及び雇用の全国

的な変動を毎月明らかにすることを目的として実施している。

現金給与総額、きまって支給する給与（定期給与）、所定内給与、所定外給与、特別に支払われ

た給与（特別給与）、賞与、総実労働時間、所定内労働時間、所定外労働時間、出勤日数、常用労

働者数、月間入職率・離職率、パートタイム労働者比率などを把握することができる。

○　雇用動向調査、厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/index.html

主要産業の事業所における入職者、離職者等について入職及び離職に関する事情等を調査し、

労働力の移動の実態を明らかにすることを目的とし、年２回実施している。

事業所における入職・離職の状況（入職者数、離職者数、入職率、離職率など）、入職経路、離

職理由などを把握することができる。

○　就業構造基本調査、総務省統計局

http://www.stat.go.jp/data/shugyou/index.html

我が国の就業・不就業のふだんにおける状態を調査し、全国及び地域別の就業構造や就業異動

の実態、就業に関する希望などを明らかにすることを目的として実施されている。1956年以来ほ

ぼ３年ごとに実施していたが、1982年以降は５年毎に実施している。

15歳以上人口、有業者数、無業者数、就業者数、雇用者数、世帯数などを把握することができ

る。

○　国勢調査、総務省統計局　http://www.stat.go.jp/data/kokusei/index.htm

我が国の人口、世帯、産業構造などの現在の状況を明らかにし、国や地方公共団体における各
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種の行政施策を立案するための基礎資料を得ることを目的として行われる、国の最も基本的な統

計調査。国勢調査は、５年ごとに実施される。

人口、就業状態、世帯の状況などを把握することができる。

○　事業所・企業統計調査、総務省統計局

http://www.stat.go.jp/data/jigyou/index.htm

事業所及び企業の活動の状態を調査し、我が国における事業所及び企業の産業、従業者規模等

の基本的構造を全国及び地域別に明らかにするとともに、各種統計調査実施のための事業所及び

企業の名簿を整備することを目的として実施されている。調査は５年ごとに実施される。中間年

には民営の事業所のみを対象とした簡易調査も実施される。

事業所の従業員数などを把握することができる。

○　学校基本調査、文部科学省　http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/index.htm

学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とし、実施されてい

る。

学校数、在学者数、教職員数、学校施設、学校経費、卒業後の進路状況（就職者数など）を把

握することができる。

［賃金・労働時間関係］

○　毎月勤労統計調査（再掲）

○　賃金構造基本統計調査、厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/index.html

我が国の賃金構造の実態を明らかにするため、毎月６月分の賃金等について実施している調査。

主要産業に雇用される常用労働者について、その賃金の実態を労働者の種類、職種、性、年齢、

学歴、勤続年数、経験年数別などにより明らかにすることを目的としている。

労働者の種類、職種、性、学歴、経験年数別等の平均の賃金、労働時間、年齢、勤続年数等や

新規学卒者の初任給などを把握することができる。

○　就労条件総合調査（旧賃金労働時間制度等総合調査）、厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/index.html

主要産業における企業の賃金制度、労働時間制度、労働費用、福祉施設・制度、退職金制度・

支給実態等について総合的に調査し、我が国の民間企業における労働条件に関する現状を明らか

にすることを目的として実施している。

所定労働時間、週休制の状況、年間休日総数、年次有給休暇の取得状況、変形労働時間制の採

用状況や賃金総額、諸手当、賃金制度の改定状況、退職金制度の実施状況、労働費用の推移など

を把握することができる。

○　賃金引上げ等の実態に関する調査、厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/index.html
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民間企業（労働組合のない企業を含む。）における賃金の改定額、賃金の改定率、賃金の改定方

法、賃金の改定を取り巻く事情等賃金の改定の構造を明らかにするとともに、賃金の改定の企業

経営への影響等を把握することを目的として実施している。

賃金の改定実施の有無、改定時期、１人平均賃金の改定額、賃金の改定率、賃金の改定方式や

賃金の改定に当たり最も重視した要素などを把握することができる。

○　民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況、厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2004/08/h0826-1.html

民間主要企業の春季闘争における賃上げ交渉の妥結結果を把握し、集計したものである。

民間主要企業の各年の春季闘争における要求額、妥結額、賃上げ率、要求提出時期、妥結時期

などを把握することができる。

［物価関係］

○　消費者物価指数、総務省統計局　http://www.stat.go.jp/data/cpi/index.htm

全国の消費者世帯（単身世帯を除く。）が購入する各種の商品とサービスの価格を総合した物価

の変動を時系列的に測定するものである。すなわち家計の消費構造を一定のものに固定し、これ

に要する費用が物価の変動によって、どう変化するかを指数値で示したもの。

総合指数、生鮮食品を除く総合指数、10大費目指数（食料、住居、光熱・水道、家具、家事用

品、被服及び履き物、保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽、諸雑費）、財・サービス分類別指

数の動きなどを把握することができる。

○　企業物価指数、日本銀行　http://www.boj.or.jp/stat/stat_f.htm

企業間で取引される商品の価格に焦点を当てた物価指数であり、その主な目的は、商品の需給

動向を敏感に反映する取引価格の動向を調査し、マクロ経済分析のための重要な材料の１つを提

供することにある。

国内企業物価、輸出物価、輸入物価の類別の動きや、需要段階別・用途別指数の動きなどを把

握することができる。

○　企業向けサービス価格指数、日本銀行　http://www.boj.or.jp/stat/stat_f.htm

企業間で取引される「サービス」の価格に焦点を当てた物価指数であり、その主な目的は、

サービスの需給動向を敏感に反映する取引価格の動向を調査し、マクロ経済分析のための重要な

材料の１つを提供することにある。

総平均指数、８大類別指数（金融・保険、不動産、運輸、情報サービス、通信・放送、広告、

リース・レンタル、諸サービス）の動きなどを把握することができる。

［消費関係］

○　家計調査、総務省統計局　http://www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm

全国の世帯（学生の単身世帯を除く。）を調査対象として、国民生活における家計収支の実態を

明らかにすることを目的としている。

支出（消費支出、財・サービス区分別支出）、消費水準指数、勤労者世帯の実収入、可処分所得、
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平均消費性向などを把握することができる。

○　商業販売統計、経済産業省　http://www.meti.go.jp/statistics/index.html

我が国商業の活動状況を明らかにすることを目的に、全国の卸売業と小売業を対象に、商品販

売額などを調査し、その集計結果をまとめたもの。

業種別商業販売額、商品別販売額、業態別販売額などを把握することができる。

○　消費動向調査（全国、月次）、内閣府

http://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/menu.html#shohi-z

全国の一般世帯のうち、外国人世帯を除く（単身世帯の場合は学生を除く）世帯を調査対象に、

消費者の意識、旅行の実績・予定、サービス等の支出予定、主要耐久消費財等の保有状況等を迅

速に把握し、景気動向判断の基礎資料とすることを目的としている。
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